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Abstract
Past cases were reviewed to examine the courts’ criteria for determining child custody. The criteria reviewed included maintenance of 
current living circumstances and mother’s prioritization of their children, both of which are problematic in some ways. Through this 
review, I was unable to determine the optimal criteria for determining custody. This may be because the method currently employed 
involves direct interviews with parents and has little scientific objectivity. I therefore attempted to apply family systems theory as a 
means to determine custody. Specifically, I employed the psychological test, the Family System Test, as a method to compare family 
relations. I suggest that in law suits to determine custody, it is necessary to consider the meetings that occur between the non-custodi-
al parent and child after the divorce is granted.
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1.  離婚に伴う親権者指定・変更に関する問題

　わが国における離婚件数は、1991 年から増え続け、現

在では年間約 23 万組にも及ぶ夫婦が離婚するに至ってい

る（厚生労働省、2013a）。非婚化や晩婚化にあるわが国

においては婚姻率も低下の傾向にあるが、離婚率は増加

の一途にあるのが実情である。また、少子化問題も見逃

すことはできない。合計特殊出生率は低下し続け、2012
年度では若干回復の兆しはあるものの 1.43 人と依然とし

て極めて低い水準にある（厚生労働省、2013b）。このよ

うに、離婚率は上昇し、一方では少子化傾向になかなか

歯止めがかからないわが国において、離婚に伴う子ども

の親権とその後の面会交流が大きな社会問題となってい

る。この問題を反映して、家庭裁判所に係属した「親権

者指定又は変更事件」は、1999 年においては 10,814 件（家

事審判、調停事件の総数、以下同）であったが、2008 年

でも 11,100 件となっており、離婚件数同様に子どもの親

権者を巡る紛争は一向に減る様相は窺えない。このよう

な中で、民法をはじめその他の制定法は、親権者を決め

る具体的な判断基準について何ら規定はしておらず、法

整備の兆しも窺えない。

　ところで、民事裁判を国民がより利用しやすいものと

することを目的の一つとし、またわが国における家庭裁

判所の機能の拡充による人事訴訟の充実や裁判の迅速化

を図るために、2004 年 4 月 1 日から人事訴訟の第一審の

管轄が地方裁判所から家庭裁判所へと移管された。この

ことで、離婚裁判に伴う親権者の指定等については、わ

が国における司法の特色の一つである家庭裁判所調査官

による専門的な知識や技法を用いての調査を活用するこ

とが可能となった。また、その審理に当たって家庭裁判

所は参与員の意見を聴くこともできるようになった。こ

の司法改革は画期的なものであり、とりわけ心理学をは

じめ教育学、社会学、更には福祉学の専門的知識を有す

る家庭裁判所調査官や参与員の関与は、司法の場への新

しい視点の導入でもある。ところで、前述したように、

親権者指定等に関して民法をはじめその他の制定法は何

ら具体的な規定はしていない。それゆえ、心理学をはじ

め福祉学等を活用して事件本人である未成年者の心の理

解や子どもの福祉的観点からの親権者指定や変更を模索

してきた。しかしながら、その決定に至る経緯において、

心理学や教育学、更には社会学や福祉学が真の科学性や

客観性を充分に兼ね備えているかとなると若干の疑問が

生じる。例えば、裁判所においては家庭裁判所調査官が

親権者を巡る事件の調査プロセスの一つとして、品川・

品川（1985）が作成した親子関係診断テストを用いるこ

とは少なくない。このテストは、親または子どもの愛情

や問題を数量的かつ客観的に捉えようとするものである。

実施適応年齢は、親の年齢には制限は無いが、事件当事

者である子どもに関しては小学 4 年生から高校生までと

なっており、10 歳未満の子どもは対象外で実施ができな

い。また、質問紙法ゆえに反応歪曲は避け得ないという

問題もある。被験者となる親は「良い親だと見られたい。

判断して欲しい。」と思えば、恣意的にその回答を歪めて

しまうことが可能なのである。裁判所において、当事者

が事実に反することを言うことは絶対に無いとは言い切

れない。ましてや子どもの親権や監護権を自らが得たい

と考えた場合、恣意的でなくとも実態とは異なることや

当事者自身が理想とする姿を表出することもあろう。こ

の恣意的な操作を排除するために、ロールシャッハテス
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トをはじめとする投影法が用いられることも時にはある。

ただ、心理テストの大半は心理臨床における長年の背景

を基礎として確立したものである。そもそも臨床心理学

が対象とするものは、基本的には個人である。心理テス

トの最大の目的は、個人であるクライエントの問題が何

なのかを精査または診断することである。またはカウン

セリングで症状がどの程度改善したのかという効果の測

定であり、あくまでも個人を対象としている。父母間で

子どもの親権者としてどちらが相応しいのかといった比

較検討課題をはじめ子どもへの愛情の度合い、今後の親

子関係のあり方の予測とその優劣性の検討などを念頭に

置いて作られた心理テストは存在しない。だとすると、

子どもの父母間の比較検討や優劣性を求められる親権者

を巡る課題では、元来の心理テストの目的とは異なるた

めに、その目的において客観性や科学性を充分に備えて

いるかという疑問が生じるのである。事実、これまでの

裁判所における親権者を巡る事件で心理テストが最も有

効な決め手となったという判例は、私が知る限り見当た

らない。

　それでは、わが国の裁判所はどのように親権者を決め

てきたのだろうか。本稿においては、最初にわが国の裁

判所で親権者指定の判断がどのように行われているのか

を法律または心理学の観点から概観してみる。次に、私

自身が親権者指定の鑑定業務に携わってきたいくつかの

経験から、新たな親権者指定の判断プロセスを導入した

ことを紹介してみたい。

2.  これまでの親権者指定の判断基準

　親権者指定に関する研究は、野田（1988）や清水（2002）
が長年の裁判官としての実務経験を基にまとめているも

のがあるが、大島（1986）は過去の膨大な判例に基づく

研究を実施している。ここでは大島（1986）の研究と、

更には加藤（2001）が自身の家庭裁判所調査官としての

経験を基にした判断基準と新たな議論を展開しているこ

とから、それらを紹介することにする。

2.1  法律家から見た親権者指定

　法に関する研究者である大島（1986）は、親権者の判

断基準について、過去の判例に基づいて、その判断基準

を整理し 7 つの基準を見出している。

　概要については、次のとおりである。

（1） 当事者の一方に不利な事情がある場合

 例えば、一方当事者が重篤かつ治療困難な病気に罹

患しており回復の見込みがない場合や精神疾患によ

り精神喪失の状態にある場合、他方を親権者として

いる。

（2） 現状維持の原則

 離婚する方向で夫婦が裁判所に係属している場合、夫

婦は生活状況として既に別居していることが大半で

ある。夫婦の別居を機に、子どもは父親または母親

のもとで（あるいは、それぞれの実家で）養育され

ているのが通常である。裁判例においては、この事

実上の養育関係を極めて重要視している。すなわち、

今現在において事実上子どもを実際に養育してきた

側の当事者を親権者とする判例が多いのである。こ

の判断基準の背景には、次の 4 つの理由があるとさ

れている。①現在の生活状況を敢えて変更すること

は子どもの心理・福祉面においてはマイナス面の方

が大きい。②強いて現状を変えるだけの特段の理由

が見当たらない。③現状から変更することによって

もたらされる子どもの心理・福祉面に関するプラス

要因がどれほど多大かというと実際にはさして大き

くはない。④とにかく現状を尊重すべきである。以

上のいずれかの理由により、これまで事実上養育し

てきた側の当事者を親権者と裁判所が定めるという

ものである。

（3） 母親優先の原則

 「子どもには母親が絶対的に必要である。」との考え方

を背景とするものである。とりわけ子どもが幼児の場

合は、成育には母親の愛情と監護が父親のそれにも

まして不可欠であるとの考え方が強く影響し、親権

者を母親に定めるというものである。過去の判例か

ら「現状維持の原則（現在、父親のもとに子どもが

いる。）」と「母親優先の原則」とが争点となった場合、

「母親優先の原則」が優先される場合が多く、子ども

の年齢が 5 歳未満の場合には、その傾向は顕著である。

（4） 兄弟姉妹同一親権者の原則

 過去の判例においては、兄弟姉妹の親権者を分ける

ことに裁判所は消極的であり、子どもが複数いた場

合には親権者を一方当事者に子ども全員を定める傾

向がある。

（5） 同性親優先の原則

 親（主として父親）は、自己の同性の子どもの親権

者の指定において、同性親優先の主張に対してそれ

を認めた裁判例がある。ただし、このような決定は

当事者からの強い希望があった場合のみに考慮され

たようで、極めて例外的決定である。

（6） 経済力優先の原則

 経済的により豊かな側の当事者のもとで養育される

ことが子どもの利益であり、同時に子どもの福祉的

観点にもかなうという考え方である。ただ「経済力

優先の原則」が、他の考慮すべき理由より優先され

たという判例はほとんどなく、それほど積極的に取

り入れられる判断基準ではない。

（7） 有責配偶者不利の原則

 離婚責任の大小によって、子どもの親権者を決すべ

きであるとした判例がある。すなわち、離婚に至る

原因を作った者に関しては、子どもの親としてあり

続けることについて、裁判所は否定的な見解を示し

たのである。

2.2  心理学者から見た親権者指定

　加藤（2001）は、元家庭裁判所調査官であるが、その
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実務経験から親権者の適格性判断の拠り所として取り入

れてきた 4 つの観点を指摘している。

　なお、前述した大島（1986）の判断基準、更には次に

紹介する加藤（2001）の研究による親権者判断の基準に

はいずれも何らかの問題点を含んでいることから、ここ

ではそれらについても考察していく。

（1） 母親優先の原則

 これは、前述した大島（1986）が示したものにも含

まれている。この立場は、子どもが乳幼児の場合は

母親が監護養育することが子どもにとっての利益で

あり、特別な事情がない限り親権者は母親が適当と

する立場である。母性的養育が子どもの発達にとっ

て重要であり、そのことが子どもの利益にかなうと

の考え方に立った判断である。

 ところで、近年においては男女間における性差別批

判の観点や、家族心理学の観点からは養育における

父親の重要性が母親同様に指摘され、母親の養育が

絶対的なものではなくなりつつある。また、2007 年

に改正された男女雇用機会均等法の施行により、母

性優先の原則も揺るぎつつある。そうは言っても、

父親の場合、おおよそにおいて子どもの監護養育に

充当する時間は極端に短く、たとえ父親が親権者に

なったとしても、子どもの養育はもっぱら父親の母

（子どもの祖母）によって補助されることがほとんど

である。ただ、実質的な養育者が祖母となることで、

母性的な養育が祖母によって一貫して行われるのも

事実であり、子どもの監護養育の基本的部分には重

篤な問題は生じ得ないとも考えられよう。

（2） 比較衡量

 親権者の適格性を判断するのに、父母それぞれの諸条

件を比較して最終的な判断をする方法である。監護養

育のためにはあらゆる諸条件を勘案し、子どもの利

益や福祉にかなうかを検討するという考え方である。

家庭裁判所における調査および審判、また過去の地

方裁判所において行われてきた鑑定の多くが実際に

比較してきた事項は、経済状態、居住状態、地域環境、

親の愛情、子どもの性格、子どもの親に対する態度、

親の子どもに対する態度、教育監護能力等があげら

れており、それらの優劣を総合的に判断の上、親権

者を決定するという方法である。

 この方法について、次のような問題点が指摘できよ

う。比較する項目の調査は、大半が面接で父母それ

ぞれから得られる情報に頼ることになる。比較検討

する項目は多岐に渡るが、いずれが最も重視される

かは定められていない。よって、父母各自の回答の

仕方に左右されることもあるが、同時に家庭裁判所

調査者が何を重視するかによって聞き方自体までも

が変わってしまうこともある。また聴取した項目の

内容の一部が一方当事者より優位であったとしても、

そのことのみで親権者として適格だと断言できるか

は別問題である。このように、家庭裁判所調査者の

面接に関する技量や技術とは異なる問題点が存在す

るのである。更には、子どもの成長に合わせて力動

的な要因が包含されるべきであり、事件当事者への

面接による陳述に基づく定点での比較衡量ではこの

点をどのように克服するかという問題もある。

（3） 継続性の原理

 この考え方は、大島（1986）が指摘している「現状

維持の原則」と同じである。親と子どもの生活が継

続しており、子どもが環境に適応していて特段問題

となるような事象がなければ安定しているものと判

断し、その関係の継続性を尊重するという考え方で

ある。親子の生活関係が継続することは、子どもの

発達に望ましいことであり、それを無視して安定し

ている関係にある監護親から非監護親へ子どもを移

すことは養育の断絶となり、子どもの発達にとって

悪い影響を与えることになる。同時に、子どもを移

すことは、心理的結びつきの出来ている監護親との

分離による心的外傷を体験させてしまうことになる

ので、継続に著しい問題がない限り監護親を親権者

に指定するのが子どもの利益になると考える立場で

もある。

 しかしながら、継続性の原理は根本的な問題として現

状を追認することである。このことは、子どもが手

元にいれば追認されるとの誤解を生じさせ、時には

子どもの奪い合いを招いてしまう恐れが生じる。ま

た別居時には離婚までは考えていなかった場合、住

居や通学等の事情から一時的と考えて相手に子ども

を渡していたことが結果的に不利を招くということ

にもなってしまう。この場合、裁判所の決定に対し

て上級審への控訴を誘発し裁判自体の長期化も懸念

されよう。裁判が長引いて、更なる視点でまた継続

性の原理が適応されれば、現在の監護親が有利にな

ることは必定である。敗訴した当事者にとっては如

何ともし難いことによって親権者が決定されたこと

になり、その不満は相当大きなものとなることが危

惧されよう。

（4） 子どもの意思尊重

 親権者の適格性を、まずは事件本人である子どもの

意思を尊重して判断するという立場である。

 この判断基準は、実際にはあまり採用されていない

のが実情である。というのは、子どもの意思といっ

ても乳幼児は未だその意思を表明することが出来な

いことは自明のことである。また意思を表明できる

年齢の子どもであっても、子どもに親を選ばせる質

問をすること自体、不適当要素が多々ある。仮に質

問したところで、その返答が本人の意思に基づくも

のか否かを確認することは容易な作業ではない。ま

た子どもの発達には個人差があり、意思を尊重する

年齢や規準を設けるにしても結局は無理が生じてし

まい、個別性の高い問題であると言わざるを得ない

のである。
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（5） 加藤の試論としての判断基準

 加藤（2001）は、親権者の適格性判断のための試論

と称して、次のような提言をしている。親子の関係

性における将来予測は困難なことだが、親子の間に

は環境が変化してもその中で変化することが少ない

一貫したものがあり、それは親子の関係性の伝播、

すなわち養育という観点では世代間伝達がなされる

という考え方である。この背景には、乳幼児期にお

ける親との愛着の質が、将来の社会的関係に影響を

及ぼすに違いないと心理学の観点からの仮定がある。

親との愛着が形成されてそれが安定したものである

と、乳児は母親の感情や行動をある程度理解するこ

とが出来、予測できるようになる。愛着のパターン

は生涯にわたって連続性があり、そこから仲間、恋人、

配偶者等との関係の質を予測することがある程度可

能となり、その一つとして子育てを予測するという

考え方である。具体的には、親が幼少時に自らの親

との関係性の質が良好であれば、その親自身はその

子どもとも関係性が伝承される形で良くなるという

訳である。これは、児童虐待の被害経験を有する子

どもが、自らが親となった時に今度は虐待の加害者

となりうることが少なくないといういくつかの研究

（Delsordo,1963; Fontana,1968; Steele & Pollock,1974）と

同種の考え方に基づくものでもある。この考え方を

もとに、親が幼少時に自らが受けた養育状況を調査

すれば、今度は自らが親となって子どもに行う養育

態度が類推されるということである。調査方法とし

ては、Ainsworth(1978）が作成したストレンジ・シチュ

エーション法を用いて、愛着の質を測定する方法を上

げている。もう一つの方法は、Main & Solomon(1990）
が考案したアダルト・アタッチメント・インタビュー

という方法である。これは、母親に自分の両親をは

じめその他親しい人との過去、現在における関係に

ついて語らせ、回想の仕方や内容をもとにして、そ

の母親と子どもの実際の愛着の関係を判断しようと

いうものである。

いずれも、これまでにはない視点に立脚した新たな

親権者の選定方法である。問題点としては、アダルト・

アタッチメント・インタビューでは、母親と子ども

の関係性しか判断できないということがある。また、

いずれの方法も標準化された規準尺度を用いている

点では評価に値するもののそれらを判断する根本的

な方法は面接であり、面接者の技量や価値観に左右

される点や面接法が有する問題点を完全には克服で

きない点がある。

3.  新たな親権者指定の判断基準の導入

3.1  家族心理学の立場から

　家族心理学は、家族という集団を理解するには、従来

の社会心理学的なアプローチのみでは不十分だという考

え方から、1980 年代になって確立された心理学でも比較

的新しい領域である。ところで、従来の心理学における

対象が基本的には個人であり、その延長上として「個人

と個人」や「個人と社会」という考え方に立脚して多く

の研究がなされてきた。しかしながら、家族心理学にお

いては、家族という複数の人間から形成される集団を一

つのシステムとしてみなして、その構造と機能に対して

多角的に心理学的な取組みを行うことを目的としている。

例えば、母子関係と一口に言っても母親と子どもの関係

を精査するには、そこには必ず父親も何らかの形で関与

しており、このことを全く無視して母子関係のみを語る

ことは出来ない。また、子どもにきょうだいが存在して

いれば、母子関係は複数存在し、その複数の比較検討や

子ども同士での関係性を無視して一組だけの母子関係を

云々しても、それは正しい親子関係の把握とはいえない

との考え方が家族心理学の立場である。この考え方を子

どもの親権者指定に用いるとすれば、子どもをどちらか

一方の親に親権を帰属させたとしても、親権がない親も

実親である事実は何ら変わらない。更には、離婚に伴い

忘れてはならない重要事項として、親権を有さないまた

は監護親となりえなかった親が離婚後に子どもとの面会

交流をはじめどのような関係性を維持構築していくかが

重要な要因とも成りうる。このことを考慮すれば、どち

らの親を親権者にするのかという一面的な視点ではなく、

親権を得ることの出来なかった親と子どもの関係性や離

婚後の親同士の関係性、更には離婚後に同居が予定され

ている親と子どもの関係性や離婚後の親同士の関係性ま

でも可能な限り考慮して、子どもの福祉にかなった親権

者の選定をせねばならない。それは、家族をただ単に一

つの社会集団としてみなすのではなく、家族を構成する

個々の家族成員間の関係性を多角的に考慮した家族シス

テムとして捉える家族心理学の一つの考え方を活用した

親権者の指定がなされるべきであるといえよう。

3.2  家族関係把握の問題点と新たな試み

　家族システム理論に基づいた家族の関係性、すなわち

家族関係の特徴を母子関係や夫婦関係といった二者関係

という単一的なものではなく、家族全体や父母と子ど

もといった三者関係以上の集合体として捉え、その家

族を構成する各メンバーの関係性を把握しようとする研

究が近年盛んに行われるようになっている。亀口・浦部

（1990）は、家族イメージ法と称して、クライエントに

顔を模したシールを家族に見立てて検査用紙の上に貼り

付けさせて、家族関係を診断することを試みている。こ

れは、その後に亀口（2003）が改良を加え Family Image 
Test（ Family Image Technique ともいう（以下、FIT と称

する。））となり、家族を扱う臨床現場でよく用いられる

ようになった。水島・岡堂（1980）は、小円形駒を家族

に見立てて検査用紙に描かれた円形内に配置させ、家族

の心理的距離を計測する家族関係単純図式投映法を開発

した。Gehring & Wyler(1986) は、家族成員を木製で出来

た人形で表わし、チェスのボードのような盤上に人形を

配置させて、被験者自身の家族関係を表現させる Family 
System Test（以下、FAST と称する。）」を開発した（図 1）。
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FAST は、家族システム理論に基づいて、家族の関係性に

おける分析を、配置された人形間のユーグリッド距離を

家族成員の仲の良さの指標である「親密さ」と捉え、ま

た人形の下に置かれたブロックの高さを各家族成員それ

ぞれの家族内の他者への影響力の指標である「階層性（ま

たは、パワー）」と考えた。そして両者をそれぞれ数値化

し心理統計学に基づいた分析を試みている。FAST や FIT
といった家族関係を把握するための心理テスト器具の特

徴は、このように心理統計学に基づいた分析を取り入れ

たことと、テスト手法自体が投映法であるということで

ある。ところで、従来の臨床心理学的アプローチにおい

ては、家族関係や家族が抱える問題を明らかにしたいと

きには、直接的に当事者に面接で尋ねる、または質問紙

へ当事者自身の考え方や思いを回答させるという手法を

用いてきた。しかしながら、これらは次のような問題点

を抱えている。例えば、面接においては、調査者が直接

的に知りたい内容を当事者に問いかけることが基本とな

る。当事者としては意識レベルでは強く考えていない事

象であっても、尋ねられた質問に応答する形なので、質

問に即した何らかの回答がなされてしまうのである。と

ころで、親権者を巡る判断プロセスにおいては、親権者

を誰にするのかを決めるのと同時に、その後の面会交流

を如何に円滑にするのかが問題とされることが近年重要

視されている。それゆえ、親権者を決定する作業において、

今日の裁判では必ず面会交流についての精査は不可欠な

作業となっている。面会交流は以前には面接交渉と称さ

れ、それ自体がなかった訳ではない。しかしながら、面

会交流のあり方に関する判断基準やプロセスも、親権者

決定と同様に科学性に富んだ手法は見当たらない。そこ

で、家庭裁判所調査官や鑑定人は、面接で当事者に直接

その真意を問うという手法を用いてきた。そこでは、紛

争当事者から離婚後の面会交流に関する話題が何ら能動

的に語られていなくても「あなたが親権者となった場合、

別れた相手方が『子どもに会いたい』と希望したらどう

しますか。」という直接的な質問をするのが実務上の必定

である。このような発問を行えば、当事者自身は内心で「離

婚後は相手方と縁を切りたい。」や「子どもには会わせた

くはない。」と思っていても、裁判所に好印象を与えよう

と考えて「会わせます。」と積極的な姿勢を示そうとした

り、後ろ向きであっても「考えています。」と返答するこ

とは少なくない。このように、紛争当事者が面会交流を

ほとんど考えていなくても、親権者を決める裁判プロセ

スの中において意識レベルで表出させてしまうことにも

なる。そして、結果的には何らかの反応を起こさせてし

まうという本来は紛争当事者の意識に上っていなかった

事象までも引き出すことになる。このようなプロセスを

経て顕在化された内容について、優劣性を判断すること

は容易なことではない。仮に、臨床心理学を駆使して紛

争当事者の内面への理解を深めることが出来て、その優

劣性を判断するに至ったとしても、発言をした紛争当事

者はもとより弁護士代理人がその心理学的な専門性の高

い理解や解釈に対して疑問や反感を持たずに受け入れる

ことは容易なことでは無かろう。このことは、既存の心

理テストを用いても同様の問題を十分には解決し得ない

だろう。以上のように、元来は個人を対象としたこれま

での臨床心理学を背景とした面接法や心理テストでは、

最終的には子どもの父母の優劣性を決定せねばならない

親権者を巡る事象には馴染みにくい点が存在するのであ

る。

　ところで、投影法の側面と計量心理学の考え方に基づ

く分析方法を取り入れた心理テスト器具の一つである

FAST を親権者決定のプロセスに導入することは、これ

までの手法が抱える問題点を幾らか軽減する可能性を秘

めているのである。そこで、実際に親権者決定に際して

FAST を用いた事例とその方法について、次に紹介するこ

とにする。

4.  FAST を用いた鑑定事例とその効用

4.1  FAST を用いた鑑定事例の概要

　離婚することについては夫婦間で既に合意しているが、

４歳の男児に関する親権者についての争いがあり裁判所

へ係属した。そこで、親権者として夫または妻のいずれ

がより相応しいかを鑑定する作業の一環として、FAST を

用いることとにした。FAST のテスト結果をはじめ事例自

体を紹介するに当たって、必要最低限の情報は、次のと

おりである。なお、事例の内容と本稿とは直接関係がな

いゆえに、事例の概要に関する情報はその内容や性質自

体を変質させない程度に加工した。

　夫（30 代）は、企業の研究職として稼働している。妻

と別居後は直ちに生家へ戻り、現在は会社経営の祖父（60
代）と祖母（60 代、無職）との 3 人暮らしである。一方、

妻（30 代）は、栄養士として夜勤のない稼動をしている。

夫と別居後は、夫婦間に設けた男児（4 歳）と一緒に生家

へ戻り、それ以後今日まで祖母（60 代、無職）と 3 人暮

らしである。祖父は 5 年前に他界しており、祖母は年金

暮らしである。男児は、現在近隣の幼稚園に通園しており、

送迎は主として祖母が行っている。夫婦は、1 年 2 ヶ月前

に双方の価値観の相違から別居した。夫と男児とは、家

庭裁判所における調停時に数回接触している。夫は、妻

と比べて経済的安定と祖母が専業主婦ゆえ何時でも男児

の面倒を見ることができることから、親権者に相応しい

図 1：FAST における人形配置の一例

注：築地， 2001, p137 から許可済引用。
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のは自分であると主張している。一方、妻は既に男児が

通園している幼稚園に馴染んでいることや子どもには母

親が必要であると主張し、夫婦ともに男児の親権者とな

ることを強く望んでいる。

　この裁判に関して、鑑定が行われることになり、夫お

よび妻の双方に対して、鑑定作業の一環として FAST を用

いた。FAST の詳細な使用方法等については、作成者であ

る Gehring,(1993）が作成した実施マニュアルを参照され

たい。

4.2  家族像に関する将来予測と FAST
　子どもの親権者を決めるに当たっては、現在の生活状

況を軽視することは出来ないと過去の判例も示している。

最大の理由の一つは、福祉的観点は常に最も重視される

べきものであり、現在置かれている子どもの状況が重篤

な問題を抱えている場合には、公的扶助も含めて早急に

より良い環境へと子どもを移す必要が生じるからである。

しかしながら、現在の生活状況を過剰に重視してしまう

と、子どもの福祉の観点からはほとんど問題性が認めら

れない場合には、他の要因は判断時に劣位に置かれてし

まい、前述した大島（1986）や加藤（2001）の「現状維

持の原則（または、「継続性の原理」）」が最も優先され

ることになる。すなわち、裁判係属中において、実際に

子どもを監護していない親は、結果的には親権者となる

ことは極めて困難になってしまうのである。だとすると、

裁判係続中に子どもを監護していない親は、無理やりに

でも子どもを手元に置いたほうが有利だと考え、法廷外

で子どもを奪い合うという二次的な災害をも生じさせか

ねないことも懸念されよう。だが親権者決定のプロセス

において、「現状維持の原則（または、「継続性の原理」）」

が最も優先されてきた要因であることは間違いなさそう

である。この背景には、子どもの情操を考えた場合、特

段問題のない現況を敢えて変更すべきとは誰も考えない

からである。過去から継続している現時点での出来事が

真実であり、真実を優先することが最も安全だからでも

ある。本来は、子どもの将来がどちらの親のもとで暮ら

すことがより幸せとなるのかを考慮せねばならない。し

かしながら、裁判官はもとより誰にも未来の状況は分か

らず、それだけに裁判における判決への考慮はし難い。

そこで、面会交流をも含んだ将来の状況を幾分か判断し

うる道具として、FAST はその可能性を秘めているのであ

る。

4.3  FAST を用いた事例におけるテスト結果

　鑑定作業の一環として、夫婦それぞれに FAST を実施

した。各人には、FAST の具体的なやり方を説明した後

に、まずは現在の家族関係を盤上に表現させた。続いて

「この裁判が終了した後の子どもさんを中心にした家族関

係について、どのような状態になっているかを想像して、

その内容をここに示してください。」と教示した。この

手続きを経て、各人はそれぞれが考える将来の家族像を

FAST に示した。図 2 は夫が、また図 3 は妻が作成した将

来の家族像であり、各人の特徴は次のとおりである。

　夫の離婚後の家族は、夫自身と子ども、更には自らの

両親の 4 人暮らしであることを示した。子どものすぐ横

には祖母を配置し、子どもとの関係性が最も強い人物を

祖母とした。夫は「子どもの世話を一番するのは、常に

家に居る祖母なので。」と説明を加えた。また、家族成員

間の力関係を示す人形の高さについては、祖父を最も高

くした。夫は「両親（祖父母のこと）と同居する生活環

境では、最も権力のある人物はやはり祖父です。」と説明

した。

図 2：夫の FAST での家族表象
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図 3：妻の FAST での家族表象
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　妻の離婚後の家族は、妻自身と子ども、自らの母親の 3
人としたが、更には FAST の表象上のかなり遠い位置に離

婚する夫を配置した。妻は「自分は生活のために昼間は

働きに出ざるを得ず、実際のところ子どもの面倒は祖母

に見てもらうことになると思います。でも、子どもの身

の回りの世話を主にするのが祖母であっても、子どもの

母親が私自身であることには間違いがなく、子どもとの

仲の良さの一番は祖母には譲れません。だから、子ども

に最も近い場所へ私自身の人形を置きました。」と説明し

た。また、家族成員間の力関係の指標である高さについ

ては「私は、今は実家へ戻って来ています。でも、一度

は結婚して実家を離れた身であり、子どもの親は私自身

です。だから、子どもへの影響力は母親である私が一番

大きくなければならないと考え、祖母よりも私の高さを

大きくしました。」とも説明した。更に、夫を離れた場所

に配置した理由について「私たち夫婦が離婚しても、子

どもにとってあの人（夫のこと）は、父親であるという

事実は変わりません。私自身は出来れば今後会いたくは

ありませんが、子どもが父親に会いたいと望めは、私が

どうこう言うことは出来ないと思います。だから、子ど

もが父親に会える可能性を考えて遠くの場所に置きまし

た。」と言及した。

4.4  FAST の結果についての分析と考察

　夫、妻それぞれの離婚後の FAST の表象結果及びそこで

なされた発言について、考察していく。

　FAST は家族システム理論に基づいて作成された心理

テスト器具である。家族システム理論に関する詳細な説

明は割愛させていただくが、ここでは家族を規定する要

因とされる「親密さ」、「階層性（または、パワー）」およ

び「境界」という考え方に則した最も代表的なものを簡

単に記しておく。要因の一つ目は、家族を構成する家族

成員間の愛情や仲のよさ、更には結びつきの指標である

「親密さ」である。次に、家族成員間の力関係や影響力の

指標となる「階層性（または、パワー）」である。最後

に、家族と他の家族を区別する概念である「境界」であ

る。家族システム理論には、これら 3 つの要因から家族

の健全さや有様を分析していくという考え方が基本とな

る（Fisher,1976 ; Fisher, Giblin & Regas,1983 ）。この考え方

を基本として、それぞれの家族がどのような状態にある

のかを判断することが背景にあり、本事例の解釈及び分

析もこれらに基づいて行ってみた。

　最初に、一つ目の要因である「親密さ」だが、単純に

言えば「仲良しの度合い」のことである。FAST では、こ

の「親密さ」は配置された人形間の距離によって表される。

例えば、二者の仲が良いほど２つの人形間の距離は小さ

く、疎遠になれば距離は大きくなるという考え方である。

注意すべき点として、健全な家族像という観点からは、

ただ単に「仲が良い」ことが望ましいとは限らないので

ある。確かに、人は婚姻するまでは自らの親に対する親

密さが最も大きいことが望ましい。だが、婚姻すること

で新たな家族が誕生する。この婚姻を機に、最も「親密さ」

を密にすべき対象は、自身の親から配偶者や新たに誕生

した子どもへと移行することが健全な家族観である。人

は現在所属している家族を構成している家族成員への「親

密さ」が最も大きくあるべきだというのが家族システム

理論の基本的な考え方である。ところで、このことを本

事例において検討してみることにする。夫は、子どもと

最も「親密さ」が大きい人物を祖母とした。このことは、

2 つの家族というものを明らかに混同してしまっているの

である。子どもの父親は夫自身であり、家族という単位

で見れば、夫の子どもへの「親密さ」が最も大きくなら

なければならないのである。しかしながら、夫はその認

識が若干乏しいといえよう。一方、妻は子どもとの「親

密さ」を最も大きなものとして表現し、このことはその

説明でも裏付けられる。妻は祖母との同居生活の中にあっ

ても、明らかに子どもと母親である自分という家族を意

識しており、同時に 2 つの家族の存在と区別を潜在的に

感じ取っているのである。このように、「親密さ」とい

う家族関係を規定する一つの要因からは、妻のほうが子

どもにとって健全な家族観を有しているものと判断でき

るのである。同時に各当事者が所属している 2 つの家族

をきちんと区別できているか否かの問題とも同じであり、

家族を規定する要因の三つ目である「境界」に関しても、

妻のほうが鮮明な家族間境界を有しており、この観点か

らも健全さが窺えるのである。

　次に、家族を規定するもう一つの要因である「階層性

（または、パワー）」だが、FAST においては各人形の下に

3 種類の異なるブロックを置くことで高さの調節が出来る

ようになっており、この高さがそれぞれの家族成員が有

する「階層性（または、パワー）」を示すことになる。す

なわち、下にブロックを置くことで高さが調節でき、高

さが大きいほどその人物の他の家族成員への影響力が強

いことを意味する。ところで、本事例の結果を見てみると、

夫の表象では、祖父を最も高い状態にして影響力の大き

い人物と定めた。そして、夫自身と祖母を祖父よりは力

が弱いものとして表した。夫は「最も権力があるのは祖父」

と説明しており、夫の思いと FAST での表象は一致して

いる。ここで問題となるのは、家庭内で最も力が強いの

が祖父であれば、子どもへの影響力も父親よりも祖父の

ほうが大きいということになる。この環境下でも、夫と

祖父の意見が合致していれば、子どもへの影響は特段問

題なかろう。だが双方の意見が相違してしまう状況が決

して起こらないわけではない。そのような時に、父の意

向に反して祖父の意見が優先されてしまうと、子どもの

成長は何らかの形で阻害されることになる。更には、同

様の指摘となるが「階層性（または、パワー）」の面で祖

父が最も影響力があるとの夫の思いは、同居していても 2
つの家族がそこにはあるべきとの認識ができていない裏

づけともなる。このことは、同時に 2 つの家族を区別す

る家族間の「境界」も曖昧なものとなってしまっており、

家族システム理論においてはあまり性質のよくないもの

である。一方、妻は子どもへの影響力は妻自身が最も大

きくあるべきであり、母親自身の親である祖母が同居と
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いう現状であっても、子どもへの関与は子どもの実の親

である母親自身が優先されるべきであるとはっきりと認

識が出来ている。以上から、父親と母親を比較した場合、

子どもにとっての影響力の健全さについても、母親に軍

配が上がるといえよう。

　ところで、両者の表象での顕著な差異は、離婚する一

方配偶者の取り扱いである。父親の表象では、離婚の相

手方である母親の存在はない。これは、父親が子どもを

引き取った場合に、母親との絶縁または接触拒否を潜在

的に考えていることを意味する。だとすると、子どもの

福祉の観点から、仮に子どもの親権者を父親とした場合

に、親権の無い母親が面会交流の権利を行使しようとし

ても難航することが容易に想像できる。一方、母親の表

象には父親の存在があり、母親の検査時の発言に見られ

るように、子どもにとっての父親としての意識が母親に

は鮮明にあることが窺い知れる。この母親の父親への意

識は、例え母親が親権を獲得しても、父親が面会交流を

求めた際には比較的円滑に話し合いが出来、子どもとの

面会の履行が出来うる前提条件が揃うことをも現してい

るのである。なお、面接時においては、父親は鑑定人か

らの面会交流に関する質問に対して「妻が望むのであれ

ば、子どもに会わせます。」との発言がなされていた。

　以上のように、父親と母親の FAST の表象結果から、母

親のほうが父親と比べてより健全な家族観を有している

こと、また親権者指定後に予想される面会交流において

も母親のほうが柔軟な対応が出来うることが分かり、こ

のことは結果的に子どもの福祉の観点からも母親のほう

が子どもにとってより有益な人物であると結論付けるこ

とが出来たのである。

5.  FAST を用いた鑑定の効用と今後の展望

　FAST を用いて家族システム論の観点から親権者を巡る

事件への新たなアプローチを試みた。その結果、FAST が

有する投影法の利点を活かして、紛争当事者の言語化さ

れない内面への接近を幾分か可能にした。ところで、本

稿で取り上げた事例をはじめ親権者を巡る事件において、

これまで FAST を 4 件の親権者に関る事件に用いた。いず

れにおいても、裁判所はもとより紛争当事者、代理人弁

護士も FAST の結果を取り入れた親権者の指定に関して、

不満や疑問を呈するようなことはなかった。また結果に

対して納得できず抗告に及ぶこともなかった。このこと

だけで FAST が有効だとはいえないだろうが、少なくとも

それぞれの紛争当事者が配置した FAST の表象を視覚的に

裁判に関係した者全員が確認し合い、同時に比較検討で

きたことは、有益な寄与があったものといえよう。ただ

し、これまでの活用事例が 4 件と未だ少ないこと、また

いずれの事件も今後どのような問題が生じるのかが未だ

不明なことから、FAST を用いての親権者判断の妥当性を

検討するには至っておらず、この点は今後の課題でもあ

る。しかしながら、これまでにない親権者を巡る裁判手

続きの新たな一つの手法となる可能性は秘めているもの

といえよう。

　さて、全ての親権者指定の事件に FAST や FIT のよう

な家族システム論に基づいた新しい心理テスト器具の導

入をすべきだとの主張をしているのではない。わが国の

司法制度が数多くの過去の判例に基づき裁判審理が行わ

れている事実を否定するわけでもない。先に紹介した大

島（1986）や加藤（2001）の研究は今後においても有益

なものをもたらしてくれることは間違いのないことであ

る。夫婦の当事者双方がある一定の妥協点を有している

事案や紛争性があまり高くは無い事案においては、敢え

て心理テストを使用する必要性はないのである。このよ

うな場合は、審理の迅速性の観点からも判例に基づく過

去の親権者指定のプロセスや判断と矛盾が無いかを精査

することが優先されるべきである。あくまでも FAST や

FIT の導入は、紛争性の高い事案や過去の判例に基づく基

準のみでは判断し難い事案において、その活用を検討す

べきだといえよう。
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